
資料１ 

介護保険法改正の概要について 

■主な改正点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域支援事業（新しい総合事業）への移行 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域包括ケアシステムの構築
高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう、

介護、医療、生活支援、介護予防を充実。

費用負担の公平化
低所得者の保険料軽減拡充。保険料上昇を押さえ

るため、所得や資産のある人の負担を見直す。

●地域包括ケアシステムの構築に向けた地域

支援事業の充実。

①在宅医療・介護連携の推進

②認知症施策の推進

③地域ケア会議の推進

④生活支援サービスの充実・強化

サービスの充実

①全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を

地域支援事業に移行し多様化。

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則

要介護３以上に限定。

既入所者は除く。

要介護１・２でも一定の場合は入所可能。

重点化・効率化

①一定以上の所得のある利用者の自己負担を

引き上げ。

②低所得の施設利用者の食費・居住費を補填

する「補足給付」の要件に資産などを追加。

・預金による制限、資産による制限等。

重点化・効率化

●低所得者の保険料の軽減割合を拡大。

給付費の５割の公費に加えて別枠で公費を

投入し、低所得者の保険料の軽減割合を拡大。

低所得者の保険料軽減の拡充

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

等

予防給付によるサービス
新しい総合事業によるサービス

（介護予防・生活支援サービス事業）

介護予防訪問介護

介護予防通所介護

・訪問型サービス

・通所型サービス

・生活支援サービス（配食・見守り等）

新しい総合事業

へ移行します。

従来通り予防給付で行います。



 

地域包括ケアシステム 

【概念図】 
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生活支援介護予防

地域包括ケアシステムは、

概ね３０分以内に必要な

サービスが提供される圏域

を想定します。

地域包括支援センターやケア

マネジャーが、相談業務や

サービスのコーディネートを

行います。
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介護予防給付 
 （要支援１～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活 
  支援総合事業 
○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 
介護予防・日常生活支援総合事
業の場合は、上記の他、生活支
援サービスを含む要支援者向け
事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 
○地域包括支援センターの
運営 

 ・介護予防ケアマネジメント 
 ・総合相談支援業務 
 ・権利擁護業務 
 ・ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

包括的支援事業  
○ 地域包括支援センターの運営 
   左記に加え、ケアマネジメント支援の効果的な実施のための会議「地域ケア会議の充実」 

○ 在宅医療・介護連携の推進 
   ① 地域の医療・介護サービス資源の把握、②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議、③ 在宅医療・介護連携に 
   関する相談の受付等、④ 在宅医療・介護サービスの情報共有支援、⑤在宅医療・介護関係者の研修、⑥ ２４時間３６５日の 
   在宅医療・介護サービス提供体制の構築、⑦ 地域住民への普及啓発、⑧二次医療圏内・関係市区町村の連携 

○ 認知症施策の推進  
   認知症初期集中支援推進事業、認知症地域支援推進員等設置事業、認知症ケア向上推進事業 

○ 生活支援サービスの体制整備 
   生活支援コーディネーターの配置、協議体の設置 ※当初は必ずしも生活支援コーディネーターを配置しなくても可 

介護予防給付（要支援１～２） 

充
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○ 介護給付費適正化事業 
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介護給付(要介護１～５) 介護給付（要介護１～５） 

新しい地域支援事業の全体像 
＜現行＞ ＜見直し後＞ 介護保険制度 

全市町村 
で実施 

現行の訪問介護相当 

多様なサービス 

現行の通所介護相当 

多様なサービス 

④訪問型サービスC 
(短期集中予防サービス/直接実施・委託) 

⑤訪問型サービスD(移動支援/補助) 

①通所介護(事業者指定) 

②通所型サービスA 
(緩和した基準によるサービス/事業者指定・委託) 

③通所型サービスB(住民主体による支援/補助) 

④通所型サービスC 
(短期集中予防サービス/直接実施・委託) 

①栄養改善を目的とした配食 

②住民ボランティア等が行う見守り 

③訪問型、通所型に準じる自立支援に資する 
  生活支援（訪問型・通所型の一体的提供等） 

※ 上記はサービスの典型例として示しているもの。市町村はこの例を踏まえて、 
  地域の実情に応じたサービス内容を検討する。 

②訪問型サービスA 
(緩和した基準によるサービス/事業者指定・委託) 

①訪問介護(事業者指定) 

③訪問型サービスB(住民主体による支援/補助) 

②介護予防普及啓発事業 

③地域介護予防活動支援事業 

④一般介護予防事業評価事業 

⑤地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ活動支援事業 

①介護予防把握事業 

訪問型サービス 
（第１号訪問事業） 

通所型サービス 
（第１号通所事業） 

その他の生活支援サービス 
（第１号生活支援事業） 

介護予防ケアマネジメント 
（第１号介護予防支援事業） 

財源
構成 

H27
～

H29 

○介護予防･生活支援サービ
ス事業（サービス事業） 

○一般介護予防事業 

新しい介護予防･日常生活支援 
総合事業（新しい総合事業） 

H27.4実施(条例を定めた場合H29.4までに実施) 

H27.4実施 
(条例を定め
た場合H30.4
までに実施) 

H27.4施行 

    ・要支援者 
    ・基本チェックリスト該当者 
対
象 

   ・1号被保険者全て 
   ・支援活動に関わる者 
対
象 

財源
構成 
H27
～

H29 


